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 江別市成年後見制度利用促進に係る中核機関設置要綱を次のように定める。 

 

  令和４年３月８日 

 

江別市長 三 好  昇  

  

江別市成年後見制度利用促進に係る中核機関設置要綱 

 

（設置） 

第１条 江別市成年後見制度利用促進基本計画に基づき、認知症、知的障がい、精神障が

いなどにより判断能力が十分でない人が住み慣れた地域で安心して暮らすことができる

よう、成年後見制度の適切な利用その他権利擁護に係る支援のため、成年後見制度利用

促進に係る中核機関を設置する。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

  (1) 成年後見制度 民法（明治２９年法律第８９号）に規定する後見、保佐及び補助の

制度並びに任意後見契約に関する法律（平成１１年法律第１５０号）に規定する制度

をいう。 

(2) 地域連携ネットワーク 権利擁護支援の必要な人が成年後見制度を利用できるよう

相談窓口を整備するとともに、支援の必要な人を早期に発見し、適切な支援につなげ

る地域連携の仕組みをいう。 

(3) 成年後見人等 民法に規定する成年後見人、保佐人及び補助人並びに任意後見契約

に関する法律に規定する任意後見人をいう。 

(4) 市民後見人候補者 市民（成年後見制度に係る業務を業とする専門職の資格を有す

る市民を除く。）のうち、市若しくは市が委託する法人等が実施する市民後見人養成

講座又はそれと同等と認められる講座を修了した者で中核機関の登録を受けたものを

いう。 

(5) 市民後見人 市民後見人候補者が受任する成年後見人、保佐人、補助人及び任意後

見人をいう。 

（名称） 

第３条 中核機関の名称は、江別市成年後見支援センターとする。 

（事業の内容） 

第４条 中核機関は、次に掲げる事業を行うものとする。 

(1) 成年後見制度に関する相談対応及び成年後見制度の利用支援に関すること。 

(2) 成年後見制度に関する広報及び普及啓発に関すること。 

(3) 市民後見人の育成及び支援に関すること。 

(4) 市民後見人候補者の登録管理に関すること。 

(5) 成年後見人等の推薦等に関すること。 
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(6) 成年後見人等の支援に関すること。  

(7) 地域連携ネットワークの構築に関すること。 

(8) 家庭裁判所との連携に関すること。 

 (9) その他成年後見制度の利用促進に関し必要な事項 

（事業の実施） 

第５条 市長は、前条各号に掲げる事業を適切に実施できると認められる法人等に、事業

の全部又は一部を委託して実施することができるものとする。 

２ 前項の規定により事業の全部又は一部を委託して実施する場合にあっては、市と市の

委託を受けた法人等が互いに連携して実施するものとする。 

（協議会） 

第６条 中核機関の円滑かつ適正な運営を図るため、江別市成年後見制度利用促進協議会

（以下「協議会」という。）を設置する。 

２ 協議会の組織及び運営に関する事項は、別に定める。 

（庶務） 

第７条 中核機関に関する庶務は、健康福祉部障がい福祉課及び介護保険課において処理

する。 

（補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、中核機関の事業の実施に関し必要な事項は、市長

が定める。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年３月２９日から施行する。 

（江別市後見実施機関の設置及び事業の実施に関する要綱の廃止） 

２ 江別市後見実施機関の設置及び事業の実施に関する要綱（平成２９年１０月１６日市

長決裁）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ この要綱の施行の際現に効力を有する江別市後見実施機関が行った行為又は江別市後

見実施機関に対して行われた行為で、中核機関が行うこととなる事業に係るものは、こ

の要綱の施行の日以後においては、中核機関が行った行為又は中核機関に対して行われ

た行為とみなす。 

 

 


